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2021年3月3日、英国のリシ・スナク財務相は、「持続可能な」財政への復帰を開
始すると同時に、継続的な支援策を提供し、英国への投資を奨励する必要がある
という2つの相反する課題を背景に、予算を発表しました。

以下は、日本の法人クライアントに関連する主要な措置の一部です。最も重要な
ものは、2023年4月1日から英国の法人税の上限税率が25%に引き上げられた
ことで、これは日本の外国子会社（JCFC）合算税制のトリガー税率である20%を
超えています。今回の変更により、英国子会社の税負担が増える可能性がありま
すが、JCFCコンプライアンスプロセスが簡素化されるのは歓迎すべきことであ
り、日本の株主に対する合算課税リスクが軽減されることが見込まれます。

今年の春季予算では、近年慣れ親しんできたものよりも多くの変更が英国の税
務環境に盛り込まれており、英国で事業を展開する日系企業グループにも大きな
影響を与える可能性があります。日本に拠点を置くEYの英国税務デスクチーム
は、クライアントの皆様による春季予算の今後のビジネスに与える影響の理解お
よびその対応についてお手伝いいたします。
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重要なポイント
• 英国の法人税率の上限は、利益が25万ポンドを超える英
国企業の場合、2023年4月1日から25%に上昇します。こ
れは、G7で最も低い税率ですが、JCFCのトリガー税率を
上回っています。法人所得税率は、利益が最大5万ポンドの
英国企業では、19%のままであり、利益が5万ポンド超から
25万ポンドまでの企業は、逓増税率で課税されることにな
ります。

• 今後2年間は、企業は最大3年間、200万ポンドの損失を繰
り越すことができるようになります。

• 英国の迂回利益税の税率は、2023年4月1日より25%か
ら31%に引き上げられます。

• EU利子・ロイヤルティ指令は廃止され、その結果、租税条
約上の救済が完全に利用できないEU域内への利子・ロイ
ヤルティの支払いには源泉徴収税（WHT）が課せられるこ
とになります。

• 2021年4月1日から2023年3月31日まで、適格な工場や
機械設備への支出に対する一時的な適格控除（税務上の
特別償却）が最大130%利用可能になります。 

• 現在の新型コロナウイルス支援策は、事業者をサポートす
るために拡張されます。

日系企業グループに影響を与える 
発表の詳細
法人税関連
税率
法人税の上限税率は、利益が25万ポンドを超える英国企業の
場合、2023年4月1日から25%に上昇します。まだ確定ではあ
りませんが、英国の税率の上限と下限が以前同様、25万ポン
ドの閾値について関連会社の数で除したものを用いることが
予想されることに留意してください。したがって、クライアント
の大多数は上位帯域に分類される可能性があります。

年間利益が5万ポンドまでの企業には、19%の軽減税率が
導入されます。利益が5万ポンドから25万ポンドの間の企業
は、25%ではなく、25%までの逓増税率を支払います。なお、
軽減税率は、非事業投資持株会社には適用されません。

英国の法人税の上限税率の引き上げは、英国子会社の税負
担の増加につながりますが、この変更は、多くの日系企業グル
ープにとって歓迎すべき恩恵となる可能性があります。英国
の法人税率が、20%のJCFCトリガー税率を上回ることになり、
その結果、外国子会社合算課税性の対象外となる英国子会社
が増加する可能性があります。

法人税やパテントボックスなどの四半期分割納付のための大
企業（large company）と大規模企業（very large company）
の定義が改訂され、より多くの企業がこの納付制度に組み込
まれるようになります。この変更により、多くの企業の法人税
の納付期日が前倒しされ、現在、大規模企業に該当するもの
は、会計年度末までに納税義務の大部分を履行する可能性が
あります。

迂回利益税（「DPT」）の税率は、2023年4月1日に開始する会
計年度で25%から31%に増加します（本則税率との差額6%を
維持）。

2023年の法人税増税後、銀行が多額の税金を支払わないよ
うに、銀行サーチャージ（現在は8%）が見直されます。 

その他の対策
繰越欠損金： 今後2年間、企業は年間200万ポンドの損失を 
3年間まで追加して繰り越すことができますが、欠損金の繰戻
控除が優先されます。200万ポンドの上限は、控除限度額の
ない過去1年への繰戻控除後の欠損金の額とは別途適用さ
れます。新型コロナウイルスの世界的感染の影響で利益が大
幅に減少した日系企業グループにとっては、これを利用してキ
ャッシュフローを改善できる可能性があります。

税務上の減価償却（キャピタル・アロ―ワンス）: 今後2年間は、 
設備投資に対して130%のスーパー控除が適用されます。
新たに対象となる工場や機械設備に投資する企業は、その
130%を税務上減価償却することのできるスーパー控除キャ
ピタルアロ―ワンスと、特別償却率の対象となる資産の初年
度50%のアロ―ワンスを受けることができます。この追加の
スーパー控除により、今後2年間に英国で行われる投資に対し
て最大5.7%の節税効果が期待できます。

さらに、新たに設立される8つのフリーポート（経済特区）内の
課税対象拠点では、通常3%である構造物および建物の減価
償却（SBA）が強化され、10%となります。また、これらの拠点
については、キャピタルアロ―ワンスも強化され100%との償
却率となります。

源泉税: 政府は、EU利子・ロイヤルティ指令を適用する国内法
の廃止を立法化する予定です。2021年6月1日より、EU企業
への年間の利子およびロイヤリティの支払いに源泉税が適用
されます。軽減措置は、関連する租税条約に基づいて利用可
能です。英国に地域資金調達センターを設立しているグルー
プは、すべての条約で源泉税率が0%になるわけではないた
め、これらの変更を考慮する必要があります。
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研究開発費控除: 政府は、英国が競争力のある国であり続け
るために、研究開発費税額控除の見直しを行う予定です。さら 
に、この見直においては、特定のデータおよびクラウド・コン 
ピューティング費用を適格支出の範囲内に含めるかどうかが
判断されます。英国の研究開発費控除制度は、すでに世界的
に広く普及しているものの一つであり、同制度をさらに拡大す
ることは、日本国外で研究開発活動を行おうとする日系企業
グループに大きな利益をもたらすことになります。

租税回避防止 - リース: 政府は、新型コロナウイルスの結果
として期限が延長されたリースに影響する租税回避防止法制 
の一部無効を立法化する予定です。この緩和措置によって 
キャピタルアロ―ワンスの適格性を回復することができます。

新型コロナウイルス支援策
コロナウイルス雇用維持制度（CJRS）が2021年9月末まで
延長されます。この制度は、このような厳しい時期に従業員を
雇用し続ける企業を支援するために導入されたもので、就業
していない時間分の給与の80%を支給することになっていま
す。企業に対して、7月1日からは給与の10%、8月1日からは
20%の拠出が求められます。

イングランドの小売業、接客業、レジャー業向けの現行のビジ
ネスレート（事業用不動産に対する課税）の停止は、100%の
引き下げ割合で6月まで、その後は3分の2の割合でさらに 
9カ月間延長されます。ビジネスレートとは、事業所の課税価
格を課税標準として事業者に別途課される固定資産税です。

小売業、接客業、レジャー業に対する付加価値税の5%への引
き下げは、2021年9月30日まで継続されます。その後、6カ月
間は12.5%への引き下げとし、2022年4月からは標準税率の
20%に戻ります。

コロナ事業休止融資スキーム（CBILS）とバウンスバック融資
スキーム（小規模事業者を対象とする政府による100%保証
制度）は終了しますが、あらゆる規模の企業を対象とする新
たな復興融資制度が、4月6日に開始され年末に終了します。 
これでは政府が融資額の80%を保証します。

次のステップ
今回の予算案には、税法全体の抜本的な変更はあまり盛り込
まれませんでした。しかし、新型コロナウイルスの世界的感染
発生後の激動期からの英国経済の回復を支援することを目的
とした重要な措置が多数導入されたため、英国で事業を展開
する日系企業グループは、これらに適切に対応していく必要が
あります。特に、英国の法人税率の上昇は、日系企業グループ
にとってヨーロッパにおける事業ストラクチャーを検討する絶
好の機会です。欠損金の3年間の繰越し、スーパー控除、税率
引き上げの相互作用により、業績や投資の状況に応じて様々
な結果が生じる可能性があります。このようなポジションをモ
デル化することは、多くの日系企業グループにとって重要と考
えられます。日本に拠点を置く英国税務・デスクチームは、この
2021年度春季予算案の一環として導入される法改正やビジ
ネスサポートの変化について、貴社がビジネスに受ける影響
を理解し管理するお手伝いをいたします。
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メールマガジン配信サービスのお申し込みをご希望される方は、以下をご参照ください。
1. https://www.eyjapan.jp/connect-with-us/mail-magazine/index.html を開きます。
2. 「メールマガジンの新規登録について」に従い、メールマガジン登録ページよりご登録ください。
* なお、本メールマガジン登録に際しては、「個人情報の取扱い」についてご同意いただく必要がござい
ます。

@EY_Japan
最新の税務情報を配信しています。

本アラートに関するお問い合わせは、下記担当者までご連絡ください。
EY税理士法人
須藤 一郎 パートナー ichiro.suto@jp.ey.com
ジョナソン・シェパード マネージャー jonathon.shepherd@jp.ey.com
EY UK
ヨアヒム・ストッブズ パートナー jstobbs@uk.ey.com

本ニュースレターに関するご質問・ご意見
等がございましたら、弊社の担当者又は 
下記宛先までお問い合わせください。

EY税理士法人
ブランド、マーケティング アンド コミュニケーション部
tax.marketing@jp.ey.com
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